










































































表 1 対象者属性 
性別 年齢 出身国 来日年数 日本語検定 取得資格 所属
A 男性 27 インドネシア 3年 N3 看護師 特養
B 男性 29 インドネシア 3年 N3 看護師 特養
C 女性 32 フィリピン 2年 なし 看護師 特養
D 女性 32 フィリピン 2年 なし 看護師 特養
E 男性 28 インドネシア 1.5年 N4 看護師 特養
F 女性 26 インドネシア 1.5年 N4 看護師 特養
G 男性 30 インドネシア 1.5年 なし 看護師 特養




































































































































































































































































































































そのために さらに さらに さらに
 
図 1 EPA に基づく外国人介護士が職場に求める支援の構造 
国家試験の学習
支援継続
異文化に配慮した
スタッフの支援
Ⅴ．考察
　本調査結果から，今後，構築すべき支援体制の構築について提案したい（図２）．
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１．日本語および国家試験対策に関する支援
　介護施設で勤務する外国人介護士への聞き取り調査１３）では，食事・入浴・排泄な
どの介護業務は行えるものの申し送りの内容が理解できない，専門用語がわからない，
介護記録が書けないなど，日本語の理解についての問題があることが指摘されている．
このような外国人介護士の日本語習得の問題については受け入れ施設側もすでに想定
していた点であった．そのため，外部の日本語教員による定期的な日本語学習支援を
取り入れていた．しかし，本調査では，日本語を書く，聞く，話す等の問題として，
専門用語を使っての記録，利用者の病状変化時の申し送り，家族対応に，外国人介護
士は困難性を抱えていた．中でも対象者が困難と感じていた点は方言や記録の問題で
あった．訪日前後の日本語研修では配置先の方言の学習はできないため，受け入れ施
設では外国人介護士の入職後の日本語学習支援に方言の内容を組み込む必要性がある
といえる．加えて，専門用語での申し送りや記録についても，受け入れ施設では日常
会話よりも時間をかけて教育支援体制を構築する必要があると考える．すなわち，方
言および介護実践に必要な専門用語の日本語教育の支援が不足しており，この点につ
いての支援が必要である。
　また，日本語支援に関連する問題としてあげられる介護福祉士国家試験の学習支援
であるが，ＥＰＡに基づく外国人介護士の多くは現地で看護師資格を有しており，基
本的な医学知識やケア技術は有しているものの，介護福祉士国家試験の合格率は高い
とはいえず，この点においても「日本語の障壁」が存在していると考えられる．加え
て，日本社会の歴史的背景によって変遷してきた法制度についての知識不足も推測さ
れることから，国家試験の学習支援をする場合は外国人介護士特有の社会背景に応じ
た教育内容の検討が必要と考える．本調査対象者は，介護福祉士の国家試験合格に向
けた学習支援を受けており，このような支援に大変感謝しているとともに今後も続け
てほしいと考えていた．また，対象者自身も国家試験に合格するために仕事以外の時
間は猛勉強に励んでいることが明らかになった．すなわち，国家試験対策の学習支援
においては，日本の社会制度や法律に関する学習の強化が必要であると考える．
２．外国人介護士の定着に向けた文化的支援
　本調査では，文化の違いへの配慮として，対象者はお祈りの時間と場所を提供して
もらうなどの配慮を受けていた．しかし，断食の時期は心身ともに疲労するなどの苦
痛感を抱いており，勤務調整や労働軽減などの職務内容にも配慮しなければならない
と考える．また，対象者は給料の一部を母国の家族へ仕送りをしている者がほとんど
であった．介護福祉士候補者の来日動機の中には，出稼ぎ労働者として家族を支えよ
うとしている人たちが少なくない．そのため，生活面についても住居費の補助や買い
物の支援などの生活上の援助は受けていたが，余裕のないぎりぎりの生活費で暮らし
ていた．このような経済的側面については，外国人介護士と日本人介護士に対する格
差のない給与体系の確保が必要と考える．
　一方，わが国では，本対象者のような外国人介護士の安定的雇用が求められている
が，渡部ら１４）は外国にルーツを持つ若者が後輩を応援するＮＰＯ法人の活動実践を
報告しており，また，外国人介護士の定着については地域社会としての受け入れ体制
が関係することなども指摘している１５）．本調査対象者は近所の人と挨拶をする程度の
付き合いしかなかった．すなわち，外国人介護士を受け入れ定着させるためには，他
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国から働きに来た「人」を地域で受け入れるという考え方によって地域に溶け込んで
生活する仕組みを整え，自国を離れて働く外国人が孤立せずに生活できるように支え
ていく仕組みが必要である．
３．行政・介護施設団体・教育機関の連携
　ＥＰＡに基づく外国人介護士は，訪日前日本語研修を受けており，日常会話はおお
よそ身に付けている．さらに，入国後は中央研修として，日本語に加えて日本での生
活についての講習を受講するといった制度的支援はできている．つまり，介護施設へ
の就職後の支援体制が，それぞれの施設に任されており対応の標準化が図れていない
のである．この点については，行政がなんらかの指針を示す必要があるのではないか
と考える．加えて，外国人介護士の受け入れ施設や外国人介護士に対する相談対応が
できるような仕組みが求められると考える．
　さらに，ＥＰＡに基づく外国人介護士は３年間就労後に国家試験を受験し，合格し
なかった場合は４年間の在留期間満了によって帰国しなければならないという規定が
ある．しかし，自国を離れて日本に働きに来て外国人介護士が国家試験に合格できな
かったからといって、すぐに帰国を命じるということは人権的配慮が不足していると
いわざるを得ない。令和元年５月，法務省１６）は来日して約４年の就労・研修経験が
ある外国人介護士について，一定の条件を満たせば，特定技能と日本語能力試験を受
けずに特定技能に移行できるように法改正した．改正については評価できるが，反
面，４形態の外国人介護士受け入れ制度の複雑性はさらに増すものと考える．
　一方，高畑１７）は，外国人介護士の合格者は「日本の介護技術」「介護資格」そのも
のへの興味があると報告しており，単に自国より高額な給与だけが目的では国家試験
への勉強意欲に困難性が生ずる筈と述べている．このように外国人介護士の知識の特
徴や意欲，学習ニーズに応えながら，勤務体制や教育支援を実施するサポート体制が
必要である．外国人介護士の受け入れ施設はそれぞれ個別に学習支援をしている現状
があるが，各施設によって教育支援体制づくりの能力差も生じることを考慮すると，
外国人介護士の就労地区の行政や介護福祉士教育機関が情報を共有するとともに連携
し，外国人介護士を受け入れている介護施設をサポートする教育体制が必要と考える．
　このように，外国人介護士について多くの課題が存在するが，高齢者施設に対する
全国調査１８）では，「外国系介護職員が働くことで介護の質が下がったか」の設問に「下
がった」と解答した施設はわずか４％，「外国系介護職員が働くことで仕事の能率が
下がったか」の設問に「下がった」と解答した施設は６％にすぎなかったことが報告
されていた．また，明るく開放的な性格からデイサービスで行うレクリエーションに
高い評価を得ているフィリピン人介護士の存在等も報告されていた１９）．外国人介護士
の受け入れ国として，外国人であるために日本人より介護ができないという誤った先
入観や考え方の転換も求められていると考える．
Ⅵ．結論
　ＥＰＡに基づく外国人介護士が求める支援として，【日本語の壁への対応】【国家試
験の学習支援継続の願い】【余裕のない支援体制の改善】【生活支援の充足ニーズ】の
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４つカテゴリが導かれた．特に，【日本語の壁への対応】としては，方言，専門用語
の記録，利用者の病状変化時の申し送り，家族対応時の日本語の問題を抱えており支
援を必要としていた．
　また，すでに外国人介護士は，【制度的支援体制】や，施設からの【日本語学習支援】
【国家試験対策の支援】【異文化に配慮したスタッフの支援】【日常生活上のサポート】
を得ていたが，さらなる支援の充足ニーズを持っていた．なぜなら，外国人介護士は
【母国と繋がりつつ就労できる環境】を求めていたからであった．
　外国人介護士の支援については，受け入れ施設それぞれに対応をまかされており，
受け入れ施設の支援は実施されているものの不十分であることが明らかになった．こ
のことから，外国人が安心して働けるよう行政や介護福祉士教育機関等が連携し，外
国人介護士を受け入れている施設と外国人介護士への支援体制の構築が求められるこ
とが示唆された．
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